
が逆ざやとなっている。その主因は，バブ

ル期に予定利率を６％程度まで引上げ，簡

易保険等に対抗して契約獲得競争を行って

きたが，その後の超低金利で資金運用利回

りが大幅に低下したことである。この利差

損はいまのところ死差益，費差益で補填し

ているものの，利益は薄くなっているとみ

られる。

３　 厳しい生保の経営状況

生保の経営を厳しくしているのは，上記

の逆ざやのほかに次の２つの原因がある。

１つは，生保は将来の保険金支払いのた

めに契約者から集めた保険料から責任準備

金を積み立て，それを有価証券，貸付，不

動産投資等で運用しているが，バブル崩壊

後，株価や地価が著しく低下した影響で資

産価格が大幅に低下し，含み益の減少や含

み損の拡大，資本の減少等が生じているこ

とである。１９９７年以降，中堅生保７社が破

綻したが，大半はこうした資産の悪化が主

因とみられている。

２つ目は，保険の解約の増加，新規契約

の減少等で保有契約高が９６年をピークに減

少傾向が続いていることである。死亡保障

を内容とする保険市場は既に飽和状態にな

っており，利用者の中心をなしている団塊

の世代も高齢化し，高額の死亡保障が必要

なくなっているためともいわれている。保

有契約高の減少は保険料収入の長期的な減

少をもたらし，経営への影響は大きいもの

と思われる。

政府は，こうした生保の厳しい状況から

さらなる破綻の発生を防ぐために，既契約
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組合金融の動き�組合金融の動き�

１　はじめに

生命保険の予定利率引下げについての動

き，議論が活発になっている。これは，株，

不動産等の資産価格の低下や，低金利の長

期化による運用収益の低下等により，経営

が厳しくなっている生保が多いなかで，当

初契約者と約束した予定利率を引き下げる

ことで契約者にも負担を課し（保険料の引

上げ，または保険金の削減），生保の救済を

はかろうとするものである。もし予定利率

の引下げが実施されれば，長引く不況とリ

ストラで所得が低下している契約者，国民

の家計にも大きな影響を与える可能性があ

る。

本稿では，生保が抱えている「逆ざや」

や経営の諸問題点についてみてみたい。

２　「予定利率」「逆ざや」とは

生保が保険料を算出するには，統計をも

とに予測した予定死亡率，資金運用の利回

りを予想した予定利率，事業運営に必要な

経費率を見込んだ予定事業費率をもとにし

ている。これらの比率は保険会社の経営を

安定させ，保険金の支払いを確実にするた

めに，余裕をもって設定されており，実際

の死亡率が予定死亡率を下回って生じた利

益を死差益，実際の運用利回りが予定利率

を上回って生じた利益を利差益，実際の事

業費の比率が予定事業費率を下回って生じ

た利益を費差益と言い，この３つが保険会

社の利益の主要な源泉となっている。

逆ざやは，見込み違い等から利差益がマ

イナスとなり，利差損となった状態のこと

で，外資系を除いた従来の生保のほとんど

５０-４３０

生保の経営と予定利率引下げ問題について
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の予定利率の引下げによって，逆ざやの解

消をはかる救済の検討を進めている。予定

利率を引き下げるためには保険業法の改正

が必要であり，今国会への改正案の提出を

予定しているといわれている。

一方，生保業界の方は，予定利率の引下

げには消極的な姿勢もみられ，予定利率の

引下げによって，解約が急増することを心

配しているといわれている。

４　 今後の注目点

予定利率引下げをめぐる各議論のなかで

特に注目しておきたいのは次の２点であ

る。

１つは，「生保の経営は厳しい状況にき

ており，予定利率を引き下げないまま破綻

した場合，契約者の負担はさらに大きくな

る」としながらも，これまで契約者，国民

に対し生保の経営内容，不振に陥った理由

等について，生保から十分な内容開示，説

明が行われず，予定利率引下げの影響，効

果についても数字的な裏づけが全く示され

ていない，ということである。いたずらに

契約者の不安をかき立てる恐れがある，と

する意見もあるが，こうしたディスクロー

ジャーの遅れ，説明不足がさらに生保への

不信感につながっている可能性がある。

もう１つは，予定利率を引き下げること

で逆ざやは解消できても，解約等の増加に

よる保有契約高の減少とそれにともなう保

険料収入の減少，資産価格の低下による影

響は防げないということである。

今後，予定利率の引下げがやむを得ない

生保も想定されよう。その場合は生保自ら，

予定利率を引下げしなければならない経営

状況とその原因，経営責任を契約者，国民

にわかりやすい形で示すとともに，従来か

らの営業体制の改革も含めた抜本的な経営

の構造改革案を示し，契約者の了解を得て

いくことが必要であると思われる。
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